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重点２
　　地域共生社会の実現に向けた他分野との連携促進

政策１
　　生きがいづくりと健康づくりの推進

政策２
　住み慣れた地域で暮らし続けるための支援

統計/
アンケート

総合
計画

現行
プラン 指標名 指標の内容 指標設定の意義（意味）

重
Ⅰ

重
Ⅱ

重
Ⅲ

重
Ⅳ

政
１

政
２

政
３

令和６年度
実績値

令和７年度
実績見込

令和８年度
実績値

単位 目標値の設定根拠
令和６年度実績
の理由・要因

令和７年度実績見込
の理由・要因

1 アンケート ■ ○
　社会参加している60歳以上の
  市民の割合

「就労（仕事に就き、その対価を得てい
る）」「ボランティア」「興味関心のある活
動」等、
社会と関わる活動をしている60歳以上の
割合

高齢者の社会参加の状況を表す ✓ ✓ 82.5
R８．２

アンケート
実施予定

82.0 ％

高齢社会対策大綱（平成
30年２月16日閣議決定）
「社会的な活動を行ってい
る高齢者の割合」の数値
目標と本市のコロナ前実
績値を基に算出

コロナ禍以来、社会参
加の習慣やフレイル予
防などの意識等が戻り
つつある。

実績見込み算出前に
つき未記載

2 統計 ■ ○
  健康寿命
（日常生活動作が自立している期
間の平均）

介護保険の要介護認定者数等を用いて
算定した、日常生活動作が自立している
期間の平均

市民が健康づくりに取り組み、要介護状態でなく健
康で自立した日常生活ができている状況を表す

✓ ✓ ✓
男性81.3
女性85.1

R８．７
公表予定

男性81.1延伸
女性84.8延伸

年

国の健康日本21（第三
次）及びながの健やかプ
ラン21（第二次）を踏まえ
て設定

令和５年度に比べて１
号認定率が微増して
いるため。

実績見込み算出前に
つき未記載

3 統計 ■ ○ 　要介護ではない高齢者の割合
高齢者（65歳以上）のうち、要介護認定
（要介護１～５）を受けていない人の割合

高齢者に対する介護予防の効果を表す ✓ ✓ ✓ 86.8 86.7 86.8 ％

後期高齢者の増加によ
り、介護を必要とする人の
割合が高まる中、介護予
防の効果により維持を目
指す。

市民の健康づくりや介
護予防の取組及び総
合相談での適切な対
応等により維持が図ら
れているのではないか
と考える。

年度途中の暫定値で
あるため、介護予防
（フレイル予防）による
効果を維持していける
よう注視していく。

4 統計 ○

【新】
要介護認定を受けている人のう
ち、脳血管疾患の傷病名がある
人の割合
（国民健康保険加入者65～74歳）

要介護認定を受けている人のうち、脳卒
中の傷病名がある人の割合をＫＤＢ（国保
データベース）により算出

脳卒中が原因で要介護認定を受ける人が減少す
ることにより高齢者に対する保健事業と介護予防
の一体的な実施の効果を表す

✓ ✓ ✓
R８．12

算出予定
R９．12

算出予定

 8.5

22.1

％

％

脳卒中の発症の原因であ
る高血圧及び心房細動の
未受診者を、早期治療に
つなげることにより、発症
の減少を目指す。

実績見込み算出前に
つき未記載

実績見込み算出前に
つき未記載

5 統計 ○
高齢者の通いの場への参加率及
び運動している高齢者の割合

通いの場への参加率及びウォーキングや
体操など定期的に運動している高齢者の
割合(シニア一般調査）

介護予防・健康づくり政策が充実・推進して
いる状況を表す

✓ ✓ ✓ ✓ ✓

①通いの場
への参加率：
11.0
②運動してい
る高齢者の
割合：現在調
査中

①通いの場
への参加率：
年度終了後
集計
②運動してい
る高齢者の
割合：現在調
査中

 8.0

50.0

％

％

高齢者の通いの場への
参加率　令和７年度の国
の目標値８％を目指す。
併せて、高齢者の２人に１
人が定期的な運動習慣が
あることを目指す。

①「通いの場」に該当
する団体の把握方法
を変更したことにより、
団体数及び参加人数
が増加した。

実績見込み算出前に
つき未記載

6 統計 ○
在宅等での看取り率
【計画書本編Ｐ20参照】

自宅死、老人ホームでの看取りの割合
（上段：自宅での死亡率
  下段：老人ホームでの死亡率）

住み慣れた在宅（自宅及び老人ホーム）で自分らし
い暮らしを人生の最期まで続けることができる状況
を表す

✓ ✓ ✓
国におい
て集計中

国におい
て集計中

自宅
13.2

老人ホーム
15.7

％

％

自宅死は、在宅医療体制の
整備よりもコロナ禍の影響を
受け増加したことから、今後
減少に転じる可能性がある。
在宅医療体制の整備により
現状維持を目指す。
令和元年、特別養護老人
ホーム入所者の施設内死亡
68％、病院死亡32％。施設内
死亡90％を目指す。

実績見込み算出前に
つき未記載

実績見込み算出前に
つき未記載

7 統計 ○
成年後見支援センターにおける
高齢者の相談件数

成年後見支援センターにおける高齢者の
相談件数

成年後見制度の利用を促進していることを表す ✓ ✓ ✓ 2,068 2,558 1,600 件

772件（H26～R2相談件数
平均値）×1.058（広域化
による増加率）=817件（R3
年度）、高齢者×人口伸
び率（R4->1.0104、R5-
>1.0156）

広報誌等を活用した周
知の結果、認知度が
向上し、相談件数の増
加につながったと考え
る。

令和７年11月末の相
談件数は延べ1,754件
（前年度同期1,418
件）。前年度実績に前
年度同期比を乗じて算
定した。

8 アンケート ○
介護従事者が充足していると感じ
ている介護サービス事業所の割
合

従業員数が充足している事業所の割合
（無回答を除く）

介護サービス事業所において必要な人材が確保で
きているかどうかを表す

✓ ✓ － － 36.2 ％

労働者人口の減少により他
産業でも人材不足が発生して
いることに加えコロナ対応で
業務負担感が増したことによ
る実績値と考察し、コロナ対
応の負担軽減や介護ロボッ
ト・ICTの活用促進による業務
効率化を考慮しコロナ前の数
値を目指す。

実績見込み算出前に
つき未記載

実績見込み算出前に
つき未記載

9 アンケート ■ ○
ご近所の高齢者を温かく見守り、
必要なときには手助けしている人
の割合

近所の高齢者の手助けをしている人の割
合

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられる環境
が整っているかどうかを表す

✓ ✓ ✓ 53.4
R８．２

アンケート
実施予定

56.9 ％

長野市総合計画のアンケート
指標。高齢者が住み慣れた
地域で暮らし続けられる環境
に関する質問の結果を指標と
したもの。総合計画と同様に
現状値よりも年1ポイント以上
の上昇を目指す。

全世代で高齢者を見
守り、困っていたら手
助けをするという意識
が浸透してきていると
考える。

実績見込み算出前に
つき未記載

10 アンケート ○
【新】
認知症相談窓口の認知度及び活
動する認知症サポーター数

認知症に関する相談窓口の認知度（シニ
ア一般調査）及び登録サポーター数

相談窓口の認知度の増加及び登録サポーター数
の増加により、認知症と共に安心して暮らせる地域
づくりが推進されているかを表す

✓ ✓ ✓

①相談窓口
の認知度：現
在調査中
②登録サ
ポーター数：
58人

①相談窓口
の認知度：現
在調査中
②登録サ
ポーター数：
63人

50.0

240

％

人

認知症相談窓口につい
て、２人に1人が知ってい
る状況を目指す。併せて
毎年、登録サポーター50
人の増加を図り、認知症
と共に安心して暮らせる
地域づくりを目指す。

登録サポーター数は
増加しているが、目標
設定時の見込みを下
回っている。今後、登
録手順等の見直しを
図っていく。

登録サポーター数は
増加しているが、目標
設定時の見込みを下
回っている。今後、登
録手順等の見直しを
図っていく。

11 アンケート ■ ○
高齢者が住み慣れた地域で暮ら
し続けられる環境が整っていると
思う市民の割合

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続ける
環境が整っている割合

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられる環境
が整備されていることを表す

✓ ✓ ✓ ✓ 36.8
R８．２

アンケート
実施予定

45.1 ％

長野市総合計画のアン
ケート指標市民の実践状
況に関する質問の結果を
指標としたもの。直近５か
年の最高値（R２）を目指
す。

住民の助け合いが行
われている一方、近隣
の店舗の減少、公共
交通機関の撤退など
で生活の基盤確保に
不安を感じている人が
多いと考える。

実績見込み算出前に
つき未記載

社会福祉審議会老人福祉専門分科会

第10次高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画　指標の進捗状況

重点１
　　  介護予防・健康づくり施策の充実による健康寿命の推進

主な関連項目 実績値(第10次・第９期)

重点３
　　認知症施策の推進「共生」と「予防」

重点４
　　中長期的な視点による計画的で持続可能な基盤整備

政策３
　安心して介護サービス等が受けられる持続可能な環境づくりの推進

令和８年度
目標値


